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情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成��年�月��日

島根県知事 澄 田 信 義

情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業補助金交付要綱

（趣旨）

��� 県の交付する情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業補助金（以下「補助金」という。）に

ついては、補助金等交付規則（昭和��年島根県規則第��号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この告示の

定めるところによる。

（定義）

�� この告示において「情報通信技術」とは、インターネットその他の高度情報通信ネットワーク、ソフトウェア、

コンテンツ（コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成��年法律第��号）第�条第�項に規定するコ

ンテンツをいう。以下同じ。）その他の情報通信に関する技術及び電子計算機、携帯電話用装置その他の情報通信に関

する機器に関する技術をいう。

（補助金の交付の目的等）

��� 県は、民間団体等（県内に事務所、事業所又は活動拠点を有する事業者、事業者団体、特定非営利活動法人その

他知事が適当と認める民間の団体をいう。以下この項において同じ。）による情報通信技術を活用した地域課題の解決

に資する事業の創出及び高度化を支援するため、民間団体等が実施する次条に定める事業に要する経費のうち知事が必

要かつ適当と認めるものについて、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。

（補助対象事業）

��� 補助金の交付の対象となる事業は、次に掲げる要件を満たすものであって、知事が別に定めるところにより採択

されたものとする。

� 情報通信技術を活用して実施する地域課題の解決に資する先導的な事業であって、事業としての継続性が認められ

るもの

� 自らが開発し、又は県内に事務所若しくは事業所を有する事業者から提供を受ける情報通信技術を活用する事業

（補助対象経費及び補助率等）

��� 補助金の交付の対象である経費は、次に掲げるものとする。

� ソフトウェア、コンテンツ等の開発及び制作に係る経費

� 情報通信技術を活用するために必要な機器の購入、改造、借用及び設置に係る経費

� 情報通信技術を活用するために必要な通信回線の調達及び借用に係る経費
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� 前�号に掲げるもののほか、補助事業の実施に必要な通信運搬費、消耗品費、印刷製本費、賃借料、使用料、賃金

等の経費

� 補助金の額は、�件当たり、補助事業に要する経費のうち交付の対象となるものの�分の�以内で、かつ、���万円

以上���万円以下の額とする。

（補助金の交付申請）

��� 補助金の交付を受けようとする者が規則第�条の規定により提出する申請書は、情報通信技術を活用した地域産

業の創出及び高度化支援事業補助金交付申請書（様式第�号）とする。

� 補助金の交付を受けようとする者は、前項の補助金の交付を申請するに当たって、当該補助金に係る消費税及び地方

消費税に係る仕入控除税額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭和�	年法律第

��
号）の規定により仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額と当該金額に���分の��を乗じて得た額の合計

金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して交付申請を行わなければならない。ただし、申請時に

おいて当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が明らかでないものについては、この限りでない。

（決定内容の変更等の承認申請等）

��� 補助事業者は、規則第条第�項の規定により知事の承認を受けようとするときは、情報通信技術を活用した地

域産業の創出及び高度化支援事業変更（中止・廃止）承認申請書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

� 補助事業者は、規則第条第�項の規定により知事の指示を受けようとするときは、補助事業が予定の期間内に完了

しない理由又は補助事業の遂行が困難となった理由及び補助事業の遂行状況を記載した書類を知事に提出しなければな

らない。

（実績報告）

��� 補助事業者が規則第��条の規定により提出する実績報告書は、情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度

化支援事業実績報告書（様式第�号）とする。

� 補助事業者は、前項の実績報告書を当該補助事業の完了の日から	�日を経過した日又は補助金の交付を決定した年度

の翌年度の�月��日のいずれか早い日までに知事に提出しなければならない。

（補助金の支払）

��� 知事は、第�条に規定する補助金の交付の目的を達成するために必要があると認めるときは、補助事業者に対

し、補助金の全部又は一部を概算払により交付することができる。

� 補助事業者は、補助金の支払を受けようとするときは、知事が別に定める日までに情報通信技術を活用した地域産業

の創出及び高度化支援事業補助金概算（精算）払請求書（様式第�号）を知事に提出しなければならない。

（帳簿及び証拠書類の保管等）

���� 補助事業者は、補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿及び証拠書類を備え、当該補助事業の完了した

日の属する会計年度の終了後�年間保存しなければならない。

	 


この告示は、平成�
年�月�日から施行する。
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�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

年度情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業補助金交付申請書

補助金等交付規則第�条の規定により、下記のとおり情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業

補助金の交付を申請します。

記

� 補助事業の目的

別紙のとおり

	 補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

� 補助事業に要する経費 円

� 補助金交付申請額 円

� 補助事業の内容及び補助事業に要する経費の配分

別紙のとおり

� 補助事業完了予定期日 年 月 日
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情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業計画書

� 事業の目的

� 事業の概要

採択申請時における事業提案書を添付すること。

なお、採択時の条件等により事業内容に変更が生じた場合は、変更後のものを添付すること。

� 収支予算

� 収 入 （単位：千円）

� 支 出 （単位：千円）

（注）事業採択書を添付すること。

事業主体名

項 目 金 額 備 考

県 補 助 金

自 己 資 金

そ の 他

合 計

項 目 金 額 積 算 根 拠 備 考

合 計



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

年度情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業

変更（中止・廃止）承認申請書

年 月 日付け第 号で補助金の交付決定があったこの事業について、下記のとおり変更（中止・

廃止）したいので、補助金等交付規則第�条第	項の規定により申請します。

記

	 変更（中止・廃止）の理由


 変更の内容

� 中止の期間

� 廃止の時期



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日(�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

年度情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業実績報告書

年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定があったこの事業を 年 月 日付けで完

了しましたので、補助金等交付規則第��条の規定により、下記のとおり報告します。

記

	 事業実績

別紙のとおり


 収支決算

別紙のとおり

� 事業完了年月日 年 月 日

（注） 補助対象経費については、支出証拠書類として領収書等その金額が確認できる書類（写し）を添付すること。



島 根 県 報号外第��号 平成��年�月��日 (�)

��

情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業実施状況

� 実施事業の概要

� 今後の事業展開及び地域課題解決の見込み等

� 事業費の収支決算

� 収 入 （単位：千円）

� 支 出 （単位：千円）

事業主体名

項 目 金 額 備 考

県 補 助 金

自 己 資 金

そ の 他

合 計

項 目 金 額 積 算 根 拠 備 考

合 計



平成��年�月��日 印刷
平成��年�月��日 発行 発行者 島 根 県 発行所 松江市殿町 島 根 県 庁

印 刷 松江市学園南 松陽印刷所
定価 �か月 ����	円

(送料共)

島 根 県 報号外第�
号 平成��年�月��日(�)

�����（第�条関係）

年 月 日

島根県知事 様

所在地

申請者 名 称

代表者職・氏名 �

年度情報通信技術を活用した地域産業の創出及び高度化支援事業

補助金概算（精算）払請求書

年 月 日付け 第 号で交付決定があったこの補助金について、概算（精算）払を下記のとお

り請求します。

記

� 補助金の請求金額 金 円

内訳 交 付 決 定 額 金 円

補助金受領済額 金 円

今 回 請 求 額 金 円

残 額 金 円

� 概算払を必要とする理由（概算払を請求する場合に記載）


